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令和５年度 本庄市次世代育成支援特定事業主行動計画の実績及び取組状況の公表 

 

１ 目標に対する実績 

（１）男性職員の配偶者出産補助休暇取得割合（※１）を令和７年度までに 

１００％とする 

     ※１…配偶者出産補助休暇取得者数÷配偶者が出産した職員の数 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

対象者数 １６人 １７人 １５人 １５人 

取得者数 １０人 １４人 １１人 １１人 

取得率 ６２．５％ ８２．４％ ７３．３％ ７３．３％ 

 

（２）男性育児参加休暇取得割合（※２）を令和７年度までに７０％とする 

※２…男性育児参加休暇取得者数÷配偶者が出産した職員の数 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

対象者数 １６人 １７人 １５人 １５人 

取得者数    ７人   １６人 １３人 ８人 

取得率 ４３．８％ ９４．１％ ８６．７％ ５３．３％ 

 

（３）男性職員の育児休業取得割合（※３）を令和７年度までに１３％とする 

※３…育児休業を取得した男性職員の数÷当該年度新規に育児休業が取得可能となっ

た男性職員の数 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
対象者数 １６人 １７人 １５人 １５人 

取得者数    ０人    ０人   ５人 １０人 

取得率   ０％    ０％ ３３．３％ ６６．７％ 

 

 

（４）職員１人あたりの時間外勤務時間を前年度実績以下にする 

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
時間外勤務時間 ７１時間 ６１時間   ６６時間   ６９時間 

 

（５）年次有給休暇の平均取得日数を令和７年度までに年間１２日とする   

年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 
取得日数 ８．９９日 ９．１７日 ９．７２日 １１．３４日 
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２ 取組状況 

【勤務環境の整備に関する事項】 

（１）妊娠中及び出産後における配慮 

妊娠中の職員から、庁舎に近い来客者用駐車場に駐車したいという申出が１

件あったので、配慮しました。 

 

（２）男性職員の子育て目的の休暇等の取得促進 

男性職員が産前産後の配偶者を支援し、積極的に子育てに参加できるよう、

「子育て・介護と仕事の両立支援ガイドブック」を通じて制度に対する理解

と休暇の取得促進を図りました。今年度対象となった男性職員の７３．３％

が配偶者出産補助休暇を、５３．３％が男性育児参加休暇を取得しました。  

配偶者出産補助休暇、男性育児参加休暇共に、目標値に到達しておらず、

継続した取組が必要な状況となりました。 

 

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備 

男性職員の育児休業等の取得促進を図るため、本計画や「子育て・介護と

仕事の両立支援ガイドブック」をグループウェアシステム内に常時掲載して、

全職員への周知と意識改革を図りました。また、育児休業の対象となる職員

に面談を実施し、育児休業の制度や手当について説明しました。 

育児休業を取得しやすい環境整備では、必要に応じた代替要員（職員・会

計年度任用職員）を配置しました。 

その結果、今年度対象となった男性職員の６６．７％が育児休業を取得し、

目標値の１３％を上回りました。 

 

（４）子育てを行う時間を多く持つための取組 

時間外勤務については、毎月、グループウェアシステムを通じ、適切な手順

に沿った申請と勤務時間内の事務効率向上による削減を行うよう、全職員に呼

びかけを行いました。 

職員１人あたりの年間時間外勤務時間は、前年度の６６時間から６９時間と 

わずかに増加しました。 

１か月の時間外勤務が４５時間を超えた職員の所属長に対しては、基準を超

えた理由や職員の健康状態を確認するとともに、時間外勤務適正化のための方

策についてヒアリング又は指導を行いました。 

 

（５）女性職員のキャリア形成に向けての支援 

   女性職員が管理職に必要な能力を身につけられるよう、能力や適性に応じた部

署へ配置しました。 

 

（６）休暇の取得促進 

本計画や「子育て・介護と仕事の両立支援ガイドブック」をグループウェア

システム内に常時掲載することで、制度の周知と啓発を図り、年次有給休暇や

子の看護休暇等の休暇制度の取得率向上を目指しました。また、年次有給休暇

は、「年次有給休暇取得計画表」を作成し、グループウェアシステム内で周知

し、常時掲載しました。 
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年次有給休暇の職員１人当たりの年間取得日数は１１．３４日となり、前年

度の９．７２日から１．６２日増加しました。 

 

（７）人事上の配慮 

子育て中の職員の人事にあたっては、人事異動希望申告書や人事評価の面

談等を通じ、所属長が職員の子育て状況の把握と本人の意向確認を行うとと

もに、人事担当課が自己申告書や所属長からのヒアリング等で状況を確認し、

必要に応じて人員配置に配慮しました。 

 

（８）人事評価への反映 

業務をより効率的に進めようと行動した職員や、育児休業等を取得中の職

員をフォローしている職員が人事評価において適正に評価されるよう、新任

課長級研修や人事評価者研修で理解を深めるとともに、本計画をグループウ

ェアシステム内に常時掲載することで評価者に周知しました。 

また、評価結果を給与等へ反映させ、職員のモチベーションの向上を図り

ました。 

 

（９）制度の周知と啓発 

各種取組を着実に推進できるよう、本計画や「子育て・介護と仕事の両立支

援ガイドブック」をグループウェアシステム内に常時掲載することで、全職員

が知りたいときにいつでも各種取組や休暇制度等を確認できるようにしました。 

また、職場全体で取組を推進できるよう、新任課長級研修で制度の周知を図

りました。 

 

【その他の次世代育成支援に関する事項】 

児童・生徒の安全や子どもが参加する地域活動等に職員が積極的に関われる

ように、本計画をグループウェアシステム内に掲載することで制度を正しく理

解し、互いに支えあって子育てしやすい職場環境を作れるよう意識の向上を図

りました。 


